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ふるさと融資

ロ

・

Ｇ　ダ

φ

‾　 凵　　 ・‘゛
ｙ　　　　　　－

ぺＸ

－

とは　　・

地４振興に資するＥ回投資をま援するためにＳｉ自ｌ府県又は市ＲＩ村がＲＳの無ｉｊ子資金を■資する制度で、

当財団において事業の総合的な調ａ・検討や貸付実行から最終償Ｓにｉ：るまでの事務を行つています。

ふる さと融資概念回

ふる さと融資　　　　　　　　 民間金融機関等借入金
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地方債　　利子の７５９６は地方交付税措置

地方公共団体

（貸付団体）

貸付対象費・ から 補助金を控除 した額

の３ ５９６以 Ｆｉｇ（ａ疎ｔ域 、定住自 立・、

束日本犬四心）

Ａ
銀
行

嫖利子

５年以上２０年以Ｆり

（据・期間５年なＦメ９）

対象外事業

●第Ｅ音にｉｌ却または分譲

予定施設

ｅ風営法に規定するａ俗営

業等の用に供される施設

ふるさと財団

総合的な 調・ ・検討

貸付実行 ・償還に 係る 事務 の受 §モ

法人格を有する民回事業者

貸付対象事業のＳ件

地域振興 ・活性化に

資する事業

公ａ性・ 事業採算性等

貸付対象費目 ：ＪＥ目地取得費

を除 き１ ０百万円以上

ＪＥ目地取得費は １／３を限度

に算入可

Ｂ
信
金

Ｃ
公
庫

＜新規雇用ン

都道府県 ・指定都市からの自責　　　　　　　　　 ５人以上

｛再生可能エネルギーｌｌＳ事ｔ、市町キｌがＳＺｉこする

「ｊ自滅脱炭素化１１１Ｅ事業」、 ＳＩＳａｌｌヒ支援櫪槇が

出資等を行うＲ回事業の特例　　　　　　　　 ：１ 人以上）

市町村からの融資　　　　　　　　　　　　　　　 １人以上

自
「
〔
〕

資
金

・
補

Ｍ
ｔ

ふる さと 融で



事務

委託契約

ふる さと財団

ふるさｔと融資制度の概要

○対象事業者＝法人格を有するＥ回事業者

○貸 付回 体＝ 地方公共回体

○対 象事 業＝ 地域振興につながるあらゆる

分野の民間事業で、新たな雇用

が見込まれること

○対 象費 用＝ 設備の取得等に係る費用

○融 資期 間＝ ５年以上２０年以Ｆ ｉ`ｌ

（うち据置期回５年なＦり）

○貸 付利 率＝無利子

ただ し、 Ｒ回き融磯回等の連帯保Ｅ （保ＩＥ料） が必要

ふるさと融資の平成ヲｉｉ年度から令和４年度まで

の累計実績は以下のとおり です。

ＥＩＩＢｊ ４，０７０件

設備投資総額　　約８兆４０億円

匹叨

雇用増

約１ 兆２６９億円

約１ ７．２万人

覧（融資比率・Ｓ度額・Ｓｊｌ・件）

茗弛兔域
ａ常のｔ域　　　 ｔ域きむ）

駮の

地域

都
ほ
府
Ｍ
　

指
定
都
市

そ

Ｘ
Ｗ

融資比率

２
　
３

４
　
６

地域再生
計画認定

地域・

沖縄県の

Ｅ域

３５（拓

５２．５

７８．７

単Ｑ ：僚円

（みなし過疎 定住自２・市町村が認
離島地域

特別豪雪地帯

一般の

地域

５４

８１

地域肖生

計画認定

地域・

沖縄 ９Ｒの

区域

．　　　 定する［地

連携４］枢　 ｊｌ・・素化
都市圈．　 促進事業」

東日本　 ㈱Ｓ■素化
大震ｌｊｊ　 支援機構が

被災地域　出資等を行
！Ｓ Ｉ？　　 う民間事業

４５Ｓ　　　　 ４５ ９６ （゛２）　 ４５９６

６７．５　　 ６７．５ ｒ゛２１　　 ６７．５

１０ １．２　 １０ １．２（゛２）１ ０１ ．２

５人 （肖生可能エ ネルギー電気事業 は１ 人） 以上

１０．５

１５．７

３５９６

１３．１

１９．６

１３，５

２０，２

４５（拓

１６．８

２５．３

４５％

１６．８

２５．３

１人以上

４５９６

１６．８

２５．３

夏目　　　　　　　　　　　　　　　　　 人以上

（Ｓ Ｉ） ・・－き手！１１１、ｇ城Ｓ、福島Ｓこ閉ま

（Ｓ２） ・・－但し、定住自ｉＺ賜及び連携中枢都市固に係る融資比率 ・融資限度額の引き上げ措置については都Ｓ府・は

対象夕ｔ。

・算定！：！礎のイメージ　 貸付対Ｓ費目

貸付対象 Ｗｊ≡目 から 補助金を 控除 した額

ふる さと融資　　Ｅ回金融ａ関等甄入金　自ａｔ金

（過疎地域等 ４５ ９ら以Ｆね）

※各地方公共回体のこれまでの案件については、 ふるさと財回ホームページの［ふるさと財回データベース］にて確認できます。

ふるさｔと融資の事務と資金の流れ

融資の適否の決７１１ まで の手続き

②総合的な調査一 検討依頼

①申２

民間事業者

④－ｂ貸付決定通タ４］

①串２

０地方ぬ共回 体は 、民 間事 業者 から

事業計画を回きなり、 「相談メ モ」

を活■し て、 ふる さと 財回 に事前

相談 して くだ さい 。ま た貸付要綱

を制定し てお く心要が あり ます。

Ｏ民間事業きは、 融資申ａみまでに、

事業計画 、保 証金敵機 関、 民間ま

融機 関等 借入 先を 決定 して おく必

要があり ます。

②結果通知

ふるさと財団

③結果通知

総務省

貸付実行と償還の流れ （資金の流れ）

民間金融機関等

民間事業者

補助金

②総台６な・査・ 桜ｉ４依頼

依頼 に必要な 書類 の締切は 年３回

（４ 月下 旬、 ７ｊｌ中 旬、 １１ ｆｌ上

４ｉＪの予ｔ）です。

④－ａ　 起債同意等

地方 ・共 回体 は、 予算措置 および

起債 の回 意・ ■出 の手続き が必要

です。
④－ａ

起債同意等

（回意等を要する１台）

⑤｜京資の借入（起債）

⑦－ｂｔフｌｒ債の償Ｓ

⑦－ａ償Ｓ

⑥貸付



都礪府單づｌ寓Ｓｌｌｌふるさとｌｌ・の潺！目状況

平ぼ万年き～令湫．］４年ｔ

金額 回万Ｒ

７５．２ １２

３６ ．０ ４２

２９ ，９ ９１

２１ ，７ ８５

５５ ，３ ８２

５４ ，０ ０５

３４ ，２ ０７

９， ４１９

９， ２２０

７， ４４５

３， ４８２

４， ８１６

１， ５６５

７６０

３６ ，０ ６０

１６ ，７ ７７

１４ ，７５３

１１ ．１ ９８

３， ２９７

２５ ，８３７

７， ２０１

１８ ，５ ２９

７．７５４

１４ ，７５３

３． ２９０

８， ０６３

８５４

１３ ，０ ０９

７， ８８３

９． １０６

３９ ，０ ４０

２２ ，４７０

１５ ，４ ０４

１９ ，６ ２２

２２ ．０ １６

２３ ，４ ２５

９．４４８

２０ ，８ ０１

２２ ，０ ５９

１９ ，４ ６２

１１ ，３ ７３

３９ ．３ ８９

３８ ，０ ３３

３２ ，９８８

１９ ，６ １２

３４ ，６ ４８

４４ ，３ １５

６， ４３１

２， ８５７
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ふるさｔと融資ｆＱこ

どこから融資を受けるのか ７串込先は７

ｊｔｈｌち・ａ共 回体 （都ｔ府 りＲ 又は 市ｌ‘村）が、ふ るさ

と財団の総合的な 調査 ・検討の結果 にミづい て、

融資 を行 いま す。 ふる さと 融資 の串 ａ先 は事業地

の都道府リＲ又は市ｌ｀村にな りま す。

ふる さと財団の役割は７

以下の２ 点が主な役割です。

①１ｔＵ 方攷共団体の依頼 によ り、 ふる さと 融資案件

の総合的な調を・ 検討を行いま す。

②ふ るさ と融 資の 貸付実行 から 最終償還 にｊｉるま

での 事務 をｉｔＵ 方ぬ共団 イ本 から ■Ｒ （無 償） して

行い ます。

融資を受けることができるのは７

法人格を有す る民間事業者 で、 中小を業のみ なら

ず広 く対象と なり ます。

例： 株式会社、一般社団法 人、 一般財団法人、医

療法 人、 学校法人、社会福祉法 人、 特定非営利

き勤ま人 （ＮＰＯ 迩、人） 、Ｓ回祖台、 農■Ｓ回祖台、

農事祖台ま人 など。ｌＥセ クタ ー（ １００９６１　・　・

方な共団体出資除 く） も対象と なり ます。

奈た だし 、金融業 をき むき （銀行、 ・券会社、保

険会 社、 貸金業者 等） は対象事 業者 には 含まれ

ませ ん。

融資対象事業の要件は７

ｔ域振興 に資する あら ゆる 分ｒの民間事業が対象

とな りま すが、な下の 要件 をす べて 満た すこ とが

必要です。

①Ｓヽき性、事業採Ｗ性等の観点から実施される こと。

②事業の 営業 開始 に伴 い、 事業地域 内に おい て以

下の新た な雇・の確保が見ふま れる こと。

都・府ほ ・指 定都市か ら融 資を 吸け る・合

…５ 人以上

市ＲＪ‘村（指定都市を除 く） から融資を受ける

場合…１ 人な上

※１　 ＭＩ 域経済に影響の大 きい工場等の買取り

につ いて 、そ の買取り が行われ なけ れば

失われるおそれがある雇用の維持・ 確保

が見 ａま れる 場合、そ の人 数を 新規雇用

音数に算入できま す。

奈２　 直接雇用 のほ か、 テナ ント や業務委託等に

よる 雇ｍ等の 回接雇ｍ やパート （常勤換算）

も雇用人数に算入する こと がで きま す。

③ｉ ｔ取得費 を除いた 貸付対象 費ＪＩの総額が１ ，０００

万円以上。

；、 るさ とＭ鬥

～制度の概要～

④■ｊｔｈミ得やのＲＭＪ後５ 年なＦＱに包業が回始され

るこ と。

ただ し、 以下 に該肖す るも のは、対象事業から

除外 され ます。

「・ 第三者に売却又は分譲する こと を予定する施設・風営まに規定するｘ俗営業ｗのｌに供される施獵　」
融資対象となる費用は７

次の費用 が対象と なり ます。

①鼈備の 取得等に 係る 費ｉ

…「ａ備の匂、得等」 は次のものをいいます。（１１

瓢貴台は含ま れま せん 。）

・施 設・ 建物 の建設、 取得 、整備、 改良及び補修

・事業に 不‾吭欠 な機械装・な ど動産の 取得

・土地の取得及び造成

・上記と あわせて 取得 され る無形■定資ｔ

②ＭＲＷ究回ＲＲ等当該ａ備の艱得にイ市い必・と

なる付随費用

…「付随 費ｍ」と は笂象事 業の 着工後か ら完了

まで に支 出す る費用の うち 、人件費、賃借料、

保険 料、 固定資産 税、 支払金利 、リ ース 料に

該当する もの をい いま す。

なお、付随費用に対す る貸付額 は、 原則、対

象事業一件当 たり 貸付額の総額の２０９６未満と

なり ます。

※消Ｒ税 は対象外 とな りま す。

融資限度額はいく ら７

都道府県 ・指定都市か ら融資を 受け る４合は ４２億

ＰＩ 、市 ・村から 融資 をそ ける ・合 は１ ０．５　１Ｆ９です。

いず れも 貸Ｎ対象事業 Ｒの Ｓ額 から 補９金を 控除

した 額の ３５ ９６ が上回で す。

奈事業地が・疎地域、 定住自さ圏、 東日本大震災被災

地域等については限度額及び融資比率を５１ き上げ。

なお 、令和４ 年度の大 きな Ｓ。』度改ｉＥが ４ページ 中段

のコ ラム Ｆ刎こ記載していますのでご参照下さい。

融資対象となる期間は７

工期が複数年度に わた る事業に つい ては、そ のう

ち連続す る４ 年な内が融資対象期間 とな りま す。

複数年度にわ たる事業 につ いて、毎年、 ＥＩヨ込

等手続きが必要ですか７

民間事業者が希・ し、 ｊｉ 方な共団体が必要 と認め

る４合、 財回 は当 該年度氛び次年度事業ぞの 調・・

検討 を行 いま す。 その場合 は、 次年度に 中低等の

手続 きは必要あり ません。



工事が複数年度に わた る事業に おい て、 複数

年度分を一括して最終年度に融資を受けるこ

とは可能ですか７

原則 とし て年度ご とに 串頷 し貸付実行を行う もの

とし ます が、 Ｒ回 事業者が希回 しｊｉ力 ぬ共 団体も

これをＳめる場合について は、 複数年度分の事業

費を 最終年度の事業費 に算入し、最終年度に複数

年度分を一括 して ふる さと 融資を実行す るこ とは

可能です。

民間金融機関等からの借入を行わずに、 ふる

さと融資を利用するこ とはでき ますか７

うＭ ＪＩ でき ませ ん。 必ず獸罠金Ｓ機関 やａ府系を・

磯珮等か らの借入 をし てい ただ く必要があり ます。

事業着手後でも対象になり ますか７

地方公共団体がｔ域振！回！に 貢献する と認める場合

は、 事業着手後で あっ ても 貸付せ象事業 とす ること

ができま す。 ただ し、 事業完了後に協議があった場

合は認め られません。

貸付実行の時期は７

Ｓ本的に は、 当該年度の対象事業費の支払い と民

間金融機 関等 から の借入が とも に完了し たあ とに

貸付実行 にな りま す。 貸付 団体 が特 に必要と ａめ

る場合は 、対象事 業費 の最終支払日 の概 ね１ か月

前の 日な 降の 日に おい て貸付実行す るこ とが でき

ます。

償Ｓ方法は７

え金ね等半年賦■Ｓ（半年ごと の元金ね等ａ済）

です。

ふるさと融資の融資ｔヒ率は、 償還完了まで維

持しなければなりませんか７

融資比率は、 ふる さと融資の実行時には順守され

なけ ればなり ませんが、償還完了ま で維持す る必

要は あり ません。

令和４年度からの制度改ｉＥについて

１． 脱炭素関連亊麋に係る！時例ＳＳ

市１１ＴＨが・ｉこする「ｊｌ！ｌＪｉＳ炭ＪＲｆヒｌａ！事業Ｊ ａび㈱脱炭素化支援機構が■資等を行うＲ間事業者の事業について、定住自３１

１９と皿、最も高い融資Ｍ；率、融資１１１度額とする。 併せて、 雇・要件についても、 再生ｉｌ能エネルギー・Ｍ享ｌｌにｊｉ■して

いる特例 （「都ａ府■ ・・定都市」 の戛箟要件ｌ 人Ｊａ上）をＪＩＭＩする。

２． 雇用要件の緩和

都ｌｉｌｆ・ ・・京都市の雇ｍ要件 を「 １０ 人」；え上」 ４「 ５人以、上」 に、 引き下げる。

３． 僑ａｓ間の延長

ｌｌＭ吏の償ａｌｌ間 を「 １５ 年な 内」 ＝＝ｌ［２０ 年以 Ｐ゛ＥＩ］にＲ長する。

令和５年度からのローカル １０，０００ プロジェクトにおけるふるさと融゛ 利用について

ローカル １０ ，０ ００ プロ ジェ クト の概要

○産学金言に より 、地域の 資Ｓ と資金を 活ｍ して 、雇用ほ収力 の大 きい ｔ域密着型事業を 支援する 制度。

Ｏ具体的には、地域振興に資する民間投資を支援するため、加ｌ方ぬ共団体が地域金融機関の融資と協調して、 ぬ費によ り助成。

○詳 しく は、 下呂アド レス の総務省 ホー ムペ ージ をご参照下さ い。

素行スキーム

自治体による助成
１／２な内（・１）

ｊ 融機関による融資
自治体による助成額以上

自Ｅ資金
Ｏ円でも可

¶

奈１　助成金は融資額に応じて最大５，０ ００１
万ＦＩ∃ ｏ自治体による助成のうち、１ ／２ を：

国の交付金、 残額の１／２ を特別交付税：
ｌ

によって措置。ただし。条件により・の：

交付金の補助率がかさ上げされる場合ｌ
｜

があります。

Ｒ５ 年度からの変更

○当該プロジェク トを活用するためには、ＭＩ方銀行 ・第二地方銀行・ 信ｍ金庫 ・信ｍ組合等、「地域金融機関による融資」を条件

とし てい たと ころ 、ふ るさ と融 資を 利ｍ する 鳬合のｔ方公共回 体に よる 融資 、日 本政策金融な庫及 び沖縄振Ｓ開発金融な庫に

よる融資を融資元に追加

改にＥ後スキーム （ふるさと融資を利ＩＥ目 する場合）

自治体による助成
１／２Ｕｉメｇ（・ｎ

ふる さと１１
３５ ５６ ／４ ５９６（ ｉ２）

ＳＳ！１　機回
による融資

自Ｅ資金
Ｏ円でも可

りｓｌ２　ふるさと融資の融資比率・ ｌｌ度額 ・雇
：　　 ■・件に ついては 。２ ページ右上の 「饗

：　　 件一覧」 をごか照下さ い。



ふるさｌと融資事例

カーフェリー建造事業

（事業者 ：ハぶｊ？；？？？７Ｊ一株式会社）

ぺ

２。６４６百万円

ふるさと　’

１， ０００百万円

１人

貰付回体

奥尻町

住Ｅの日 常生活に ：Ｆ ＩＩ欠な 生５き航Ｓへ の新型カー

フェ リー導入。大ｌｌ化と横揺れ防１ｈ装置導入で船酔

い防止、 荒天下の９定回航を確保。

飛騰ビルｌｌＳＩによるまちなかａ｛ヒ糶

（。ｎ晶晶隘）

ｊな；

１１ ，８ ２５百万円

ふるさと

１， ０００回万円

１４０人

貰付団体

鹿児島市

ＪＲ 鹿児島中央ＩＳＲ東口 に建Ｒさ れた 県内 随一の高さ

を誇る鹿児島中央タワーの １～７階に商業施Ｓ等を

整備。ＩＲと はデ ッキで繋がり 、ほわい を剔 出。

；、 るさと融ご

質バイオマス火力梵讐！１１

｛事業ｔ：ユナイテッぶツ？ｒ？？７１レエナジＬ株式会社｝

１０ ，０ ２９百万円

るさと融？

３， １００百万円

簫規贋■

２５大

貝付団体

秋Ｅ日県

地元未利用材の木質チ ップ等を燃料とした、 バイオ

マス火力発Ｓ所。 再生ｉ万能エ ネルギーのベース とな

り、 エネルギーミ ック スの中核を担 う事業。

沖縄県那覇市

（事業き：■覇９Ｓビルディング株ｉ１会社）

沖縄県

２７ ，５９５百万円

８００百万円

２００人

貰付回体

沖縄県

増加する るた

め、 ・Ｆメｇ線と・際線の旅客ターミナルビルを連結す

る施設を建ａ し、 商業施ａも拡ｌｌ。



イン フラ等整備

Ｏ

農林水産業

宮城Ｓ多賀城市

（事業者 ：株式会社松島蒲鉾本舗）

多賀城市

１， ０６８百万円

ふるさと融資

２３０百万円

１者

３８人

肓付団体

多賀城市

東日本大Ｓ災による被災と工場き朽化のため、市が

開発 した津波復興拠点事業計画地に新工場を建設

し、 生産能力と品質・ 衛生管理を強化。

ＣＬＴ

Ｏ

・ＬＵ京ＲＳ ｒｔ：ＩＩ

（亊ｙ者 ：銘建工Ｓ株式会社）

３， ９６９百万円

ふるさと

４００百万円

４０人

貴付団体

岡山県

■ａ拡大、ＲＳｌｌが期待される構造材 ＣＬＴ（Ｓ交集

成板）のｌｔａａ力ＳＳ、 地域林業振興につながるＳ

産化への新工場建ａ。

製造業 サ　 ビス業　 Ｅ　 医療 ・福祉・ 教育

１ウス嬲ｌｌｌ喋
福＃Ｓポ浜市

（甼業者 ：合回会社北ＪＩ Ｉ農園）

小浜市

２１ ６百万円

ふるさと

１４百万Ｆ∃

ｌ規雇用Ｌ

５人

貰付回休

串浜市

福＃Ｓブラン ドの 「越のル ビー」の安・供給で・ｔ

ｌぞＳとほＳ拡大につながる自然夕１５１ＵＪＩ■の大攷横園

芸ハ ウス での ミデ ィト マト 周年生産。

ｊ　ｌ！！？・里
秋Ｅ日県横手市

Ｃ！ｒ欒き：大橋鉄工秋Ｅ日扨式台社）

乙

横手市

‾戛

１， ０１ ３百万円

３５０百万円

１２人

■付回休

横手市

愛タ｛｝県に本社を置く自動車部呂 １次サプライヤーが

当地に工場新ａ。 地域産業ｉｌ性化に繋がる裾Ｓの広

い自動車産業誘致。



－
Ｓ

「
ｙ

山形県米ＩＲ市

們ｔｔ：収ｉ社牋）

ふるさｒと融資事例

米沢市

１，４８６百万円

４２６百万円

用

３０人

１付団体

米沢市

９Ｓ拡大が続く冷凍ピザ製呂Ｓａのため、ＩＥａ・率

の高い新工場を建ａすることで、新たなＷ■機会の

Ｓｉに力［１ えｌｔ！１域珊－業振興へも寄与。

岩手県花巻市

（１！ｒｔｌ：杵＝ｉ＝ｌｔ会社上町家守ｔ）

花巻市

１５８百万円

ふるさと

６６百万円

４０人

ｊｌ付団体

花巻市

閉店した回貸店のうち、昭和のレトロなき回気で人

気のあった展Ｓ大食堂を改修して復え存続させ、Ｓ

用を確保 し中心市街地を活性化。

ふるさと融こ

Ｆ重県伊賀市

（学業き ：中外Ｆ宰牛庠株式会社）

伊口市

１， １３４百万円

３３０自力円

湊規Ｓ■

１１人

９賀市

・ｊｉ　・　ｔ康関１１２業等が集積するゆめぽりす伊賀ク

リエイト ラン ド内の本社工場に ３棟目と なる ひかリ

工場をａａし 、Ｅ薬呂の生産能力を増強。

圖に皿ｍ
秋日∃Ｓｔｘｔ１１「ｔｌｌ

（亊業き：ヨコウン株式台社）

秋田市

事業費

５０５百万Ｐヨ

ふるさと融資

１６０百万Ｐヨ

舊規雇用者

５人

賃付団体

秋田市

秋Ｅ日新都市産業Ｅに、３ Ｓ度帯（常Ｓ、冷蔵、 冷凍）

対応の新倉庫を建設。 秋ＥＩヨ県内 の物流拠点の一つと

して、地ヲｉ５経済の活性化とＳＪＥ目剔出に寄与。



インフラ等整備

－
‥

’
。

農林水産業

ＲＳＩ！？！豐ｆＬＩ』市

（事業者 ：有限会社雲仙福ＥＢＳ）

雲仙市

４１ ７百万円

１７０百万円

５人

ｌ付団体

雲仙市

Ｚな る質感向上で、自 然、 Ｚ泉、食のＳ域資源を ｊｉ

かした観光ｔ域づくリヘとつながる、「Ｒ・モダン

の宿」別邸を整備。

Ｅ

新潟県南魚沼市

Ｃｒ？亡き： 社会福祉法人ｌｌ慶福祉台）

南魚沼市

２１ ５百万円

ふるさと１

３４百万円

１２人

眞付団体

南魚Ｓ市

住宅増加で保育所が不足していた地域での民営の認

肖保育所開設。同市で初め ての休日保育など子育て

環境・実のｔ域ニーズに対応。

製造業 サービス業 医療 ・福祉・ 教育

Ｅ

病院建設・ｐ棊
ｉ；木！啜ｊ５ｌ匐京市

（甼策き：社会ＥＳｉｊｉｉ人博愛会）

那須塩ほ市

５，３２４百万円

ふるさと

５００白力円

・規蘿用者

３０人

那須塩原市

ｔ域から強い要・があった棄婦人科の新ａ、 救急Ｅ

ＳＳの拡 ヂ５強化、最新Ｅ療機Ｓ導入、 ヘリ ポー ト併

ａ等など地域Ｅ療の充実につながる病院新棟建設。

複合型障がい　施１！！：１１１！１！！：事業
愛媛！ＩＲ新Ｓ浜市

（事Ｓ者：社会福祉法人はぴねす福祉会）

４１ ８百万円

ふるさと

８０百万円

１０人

眞付団体

新居索市

ま症Ｊ５身障がい児（者） のためのａ所型支援施設が

Ｓかった東予地域で、 地域住Ｅの福祉事業ニーズに

応えて整備された地域初の支援施設。



ＩＦ成ラｔ年度

２年度

３年度

４年度

５年度

６年度

フ年度

８年度

９年度

１０年度

１１ 年度
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３０年度

令手［］ ラＥ年度

２年度

３年度

４年度

累計

ｉ、 るさ と融り

□
案

件
一

縦
●ｌ

数社

１１ ‾７

２０２

２８８

３５３

３５７

３６６

４３９

４３８

４０２

２９９

２５６

１９７

１３２

１００

９２

３
　

２
　

フ
　
８

２
　

９
　

８
　
８

１

７５

６６

６５

５９

６０

４８

５３

３８

対
前

年
増
減

５
　

６
　

５
　
４

８
　

８
　
６

７３

６
　

３
　

３
　

９
　

５
　

２
　

８
　

１
　
１

３
　

０
　

４
　

５
　

６
　

３
　

。
　

３
　
３

・
　

１
　
　

一
　
　

゛
　
　

｀
　
　
　
　
　
　
　
一

｀

３
　

７
　

３
　
５

１
　

２
　

２
　
’

一
　
　
一

－６

１２

５

１５

０Ｊ
。

３
　

４
　

２
　

２
　

９
　
１

３
　

２
　

２
　

１
　

１
　
２ｊ５

ふるさ１と融資

う
ち

新
規

案
件

１１７

１７５

２３９

２９６

２７７

２９フ

３５５

３４４

２９９

１９３

１９０

１５２

５
　

５
　

６
　
４

９
　

８
　

７
　
０１

３
　
２

７
　
６

［
｛

．
｝
　

ｔ
｀
．
｝

／
Ｑ
　
５

８
　
４

Ｑ
．
｝
　

ダ
０

３

０

７
　

３
　

１
　
５

４
　

５
　

４
　
４

３４

３０

１９

８
　

１
　
８

１
　

１
　
１

４，０７０

対
前

年
増
減

８
　

４
　

７
　

９
　

０
　

８
　

１
　

５
　

６
　

３
　

８
　

７
　

０
　

９
　

８
　

１
　

１
　

３
　

０
　
７

５
　

６
　

５
　

１
　

２
　

５
　

１
　

４
　

０
　

‘
　

３
　

５
　

１
　

・
　

２
　

３
　

１
　
　
　

１
　
１

‐
　
　
　
　
　
　

『
　
　

一
　
　

１
　
　
　
　
　

゛
　
　

一
　
　
　
　
　
　
　

一
　
　

一
　
　
　
　

一
　
　
一

｀

１１

－３

１２

１
　

４
　
１

１
　

｀
　
１

う
ち

継
続

案
件

Ｏ
　

７
　
９

２
　
４

５７

８０

６９

８４

９４

１０３

１０６

６６

５
　

７
　

５
　

６
　

９
　

９
　

５
　

３
　
０

４
　

３
　

１
　

１
　

１
　

１
　

２
　

２
　
２

１０

３
　

５
　
２

１
　

１
　
１

８
　

４
　

３
　
５

１

１

１，０５１

の ；ごｊ’

５
　

５
　

０
　
８

（
単

宍
億
Ｒ
）

３
Ｄ

５
万

口
ふ

る
さ

と
融
資
額

７
　
２

２
　
２

対
前

年
増
減

３
　

１
　

５
　
０

（
Ｚ
　

１
　

１
　
１

－４０

－２１

－８

－２２

１

３
　
０

２

０
　

３
　
６

１
　
　
一

－３

０
　

１
　

４
　

１
　

２
　

１
　
３

一
　
　

一
　
　
　
　

｀
　
　
‐

６９６

６１０

７５４

８１０

５９７

６０１

５５９

３０３

２４１

１７８

１５９

２０３

１５２

１Ｓ‾７

１２４

１１５

１１４

１３８

１８３

１４１

１３５

１９０

２３６

２７９

１６２

２０５

１１フ

１０６

７
　
６

３
　
５

１０，２６９

対
Ｒ

年
増
減

１４０

１５５

１５８

－１２

－８６

１４４

５６

－２ １３

４

－４２

－２ ５６

－６２

－６３

－１９

４４

－５１

５

－３３

－９

－１

２４

４５

－４２

－６

５５

４６

４３

７
　

３
　

８
　

１
　
９

１
　

４
　

８
　

１
　
６

１
　
　
　
　

｀
　
　

一
　
　
一

‐

（
単

位
‥

人
）

□
新

規
雇

用
増

８， ２４８

７，７５９

１２，２４２

１２，５３０

１０，８５１

２，０６６

１６，０９１

１３ ，９４８

１３，８３８

８，３６２

８，９６９

６， １３０

２，８２２

３， ２４９

５，０５１

４， １８２

２， ２９５

１，フ４０

１，５４４

２，５６４

２，３９６

２， １５３

３，０５２

１，６２７

１，２５２

１，９３６

１，０３３

フフ４

５６６

８３８

３２３

４８１

２６５

１９　　　６４１

１７ １，８１８

対
前

年
Ｓ
Ｘ

－４８９

４，４８３

２８８

－１ ，６７９

１， ２１５

４，０２５

－２，１ ４３

－１ １０

－５，４７６

６０７

－２，８３９

－３，３０８

４２７

１，８０２

－８ ６９

－１ ，８８７

－５ ５５

－１ ９６

１， ０２０

－１ ６８

－２４３

８９９

－１ ，４２５

－３ ７５

６８４

－９０３

－２ ５９

－２ ０８

２７２

－５ １５

１５８

－２ １６

３７６



・るさと企往
（総務大目ｉ

ふるさと財団では、ふるさと融資を利・したＥ回事業者のうち、次のいずれかに該当すると認められる

１１業者を「ふるさと企業大ｎ （総Ｓ大目き賞）」として表彰しています。

・ｉｊ地域ｇ済ａびｌｉ用に特に貢献している　　　　　　　　　　　　　　　　　　目　　　　　　ま；ＩＳ
ｌｔ ｔ域のイメ‾ジアップに特に貢献している　　　　　　　　１ｔ！ｌ ｌ！１でが／ＩＺＳａｉＪ７９１ａｌｌｔｌｔさい！
・ｊ 魅力あるふるさとづくりに特に貢献している

また、東日本大震災などの大規模災害からの復興に重要な役割を果たし、地域経済の肖生および雇■の

Ｓ持 ・拡大に特に貢献している事業者には特別賞を授与しています。

令和４年度　ふるさと企業大賞受賞事業者

株式会社伊藤チェーン

（宮城県岩Ｓ市）

株式会社小松！！ｉ真印刷

（山形県酒Ｅ日市）

株式会社イズミ

（広島県廿日市市）

案内図
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谷

Ｘ
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斬９通り

、冶域ｄ合整１財Ｆ
ふる さ’ ・財 団〉

最寄駅　 東京メトロ有席１！ｒ線
東京メトロ半蔵門線
ＪＲ 中央 ・総武線

建Ｓ１
７１

みずほ銀 ｆｉ

Ｅａ ＵＦＪＳｌｉ

ヨ
ー

永
田
町

麹町駅

半蔵門駅

回ッ 谷駅

麹ＥＪ
小字丿叉

ヨコウン株式会社

（秋 日ヨ県秋 日ヨ 市）

株式会社内山精工

（富山県上市・）

ｓ４１●　４ｔｆぽざ・大ｉ ゛ｉ●大Ｆ

Ｒ崎食糧倉庫株式会社

（Ｒ崎県Ｒ崎市）

Ｚ
九

段
下

｀
’

Ｓ
ｉ
ギ
蔵
り
ｇ

至
永
田
町

４番出口直結

５番出口徒歩 ７分

麹町出口徒歩 ９分

＊Ｏ　 内はＲは団１本

株式会社宮腰デジタルシステムズ

（秋 ＥＩ県横手市）

ワイオー ・ラ ボ株式会社

（和歌山県湯浅ｍ）

合同会社みむろや

（長崎県対・市）

一般財団法人

地域総合整備財回〈ふるさと財回〉
Ｊａ ｐａ ｎ　Ｆｏｕｎｄａ ｔｉｏｎ　ＦＯ ｒ　Ｒｅｇｊ ｏｎａｌ　ｖｉ ｔａ ｌｉ ｚａ ｔｉ ｏｎ

ｉ１ ０２－０ ０８ ３　 東京都干代ＥＢＥ麹・ ４丁 目８ －１

麹町クリ スタ ルシ ティ 東館 １２階

ＵＲＬ　 ｈｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｆｕｒｕ５ａｔｏ．ｚａｉｄａｎ．ｏｒ．ｊ ｐ／

ふる さと財回 ＨＰ　　　　　 Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ふる さと融資に関する お問い合わせ先

融資部　融資課

ＴＥ Ｌ　０３ （３ ２６ ３） ５７ ３７ ／ＦＡＸ　０３ （３ ２６ ３） ５７ ３２


